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経済統計の改善、統計改革の基盤強化等

課 題 主な取組

ＧＤＰ統計を
軸にした経済
統計の改善

産業連関表のＳＵＴ体系へ
の移行

基準年・中間年のＳＵＴ・産業連関表の基本構成の大枠を決定（令和
元年６月）。ＳＵＴの部門設定の考え方、統計調査との関係、移行スケ
ジュール等を提示

建設・不動産、医療・介護、
教育の５分野の統計整備

各分野の工程表策定（平成29年12月）。統計委員会国民経済計算
体系的整備部会の下のタスクフォースにおいて進捗管理

生産物分類の策定 サービス分野の生産物分類とりまとめ（平成31年３月）。財分野を含め
た生産物分類全体の策定（令和５年度末まで）

サービス関連調査を統合した
新調査の創設

３調査（商業統計調査、サービス産業動向調査、特定サービス産業実
態調査）を統合した経済構造実態調査を創設、実施（令和元年6月）

ユーザー視点の
統計システムの
再構築等

統計ユーザー、報告者の意見
の把握

提案ＨＰにおいて、経常的な提案受付を開始。これまで調査報告者、統
計ユーザーから１８０件の意見を受付。対応案を順次公表中

ビッグデータ等の利活用
産官学連携協議会を設立して７回開催。民間から提供可能なデータの利
活用について議論

統計改革の基
盤強化

統計委員会の機能強化
統計作成体制の確保

統計法の改正（平成30年６月）により統計委員会の機能を強化
・統計委員会に各府省統計幹事（部局長級）を任命。会議の場でデー
タ提供、報告等を直接要請することにより、課題対応が円滑化
・統計制度の発達改善に関する基本的事項について総務大臣に３回の
建議（統計リソース確保（平成30年７月、令和元年７月）、再発防止策（令和
元年６月））

 統計法及び（独）統計センター法を改正（平成30年６月）するとともに、「公的統計の整備に
関する基本的な計画」を改定（平成30年３月）して、統計改革の取組を推進
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「最終取りまとめ」 で
求められている主な
課 題

主な課題の取組状況

１．推進の要となる機能の
整備

• 各府省の責任者等で構成するEBPM推進委員会を設置（平成29年８月）
• 各府省におけるEBPMの取組を主導するため、ハイレベルの責任者である「政策立案総括審
議官」等を新設（平成30年度～）

２．EBPMの実践

• EBPMの観点での具体的な政策の立案・見直しを各府省において実践（平成30年度～）。
令和元年度は政策立案過程における様々な機会（審議会における議論や予算プロセス
等）を活用したEBPMの実践に注力

• 総務省行政評価局による実証的共同研究（関係府省・学識経験者と協働／平成30年
度～）の実施、行革事務局の行政事業レビュー（春の公開プロセス、秋のレビュー／平成
29年秋～）の中でのEBPMの実践等

３．統計等データの利活用
の促進、EBPM推進人
材の確保・育成のための
取組

• EBPM推進委員会において、統計委員会の協力を得て「統計等データの提供等の判断のた
めのガイドライン」、「EBPMを推進するための人材の確保・育成等に関する方針」を決定（平
成30年４月）

• 統計等データの提供要請等を受け付ける窓口を各府省に設置。さらに、EBPM推進委員会
において統計整備等に関する国民からの要望・提案の募集を開始（平成30年度～）

• EBPMの思考方法を広めるため、行革事務局において、府省横断勉強会、内閣人事局と連
携した採用活動、研修等を実施（平成30年１月～）

 証拠に基づく政策立案（EBPM）とは、（１）政策目的を明確化させ、（２）その目的の
ため本当に効果が上がる行政手段は何かなど、当該政策の拠って立つ論理を明確にし、これに
即してデータ等の証拠を可能な限り求め、「政策の基本的な枠組み」を明確にする取組。

 限られた資源を有効に活用し、国民により信頼される行政を展開するため、EBPMを推進する
必要。

EBPMの推進
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今般の統計問題の経緯及び
今後の統計改革の推進体制について

令 和 元 年 ８ 月
内閣官房統計改革推進室
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統計行政の信頼回復に向けた取組
今般の統計問題が生じたことを受けるとともに、統計の体系的整備と品質向上を加速するため、
統計改革推進会議に２つの部会を新設し、統計行政の信頼回復と不断の統計改革に取り組む
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19.2月～（点検検証部会：19.1.30設置）
これまでの状況

統計改革推進会議
今後の取組

毎月勤労統計の
不適切な処理

・全数調査とすべき５００人以上事業所
について一部抽出調査。適切な統計的処
理（復元）を実施していなかった 等

統計委員会における点検検証
不適切事案の再発防止、政府統計の品質向上等を目的

厚生労働省
特別監察委員会

 報告書（19.1.22）
 追加報告書（19.2.27）

統計委員会
 第１次再発防止策

（19.6.27）

総務省行政評価局
 賃金構造基本統計問題
に関する緊急報告
(19.3.8)

56基幹統計の点検
各府省が実施、総務省が
取りまとめ・公表
賃金構造基本統計調査
について、点検報告漏れ

統一的審査
56基幹統計・232一般統計調査
の実態把握

重点審議
個別統計の課題を中心に５つの
統計・テーマについて深堀審議

統計委員会
 重点審議結果

（19.秋頃）

19.1.11 公表（厚生労働省） 19.1.24 公表（総務省）

19.2～5月 19.6月～秋頃

・事実関係、責任の所在の解明 ・仕事のやり方の問題の解明
・再発防止、統計の
品質向上の方策

※自民党、学識経験者からも提言

・統計改革推進会議に、今般の事案を受けた総合対策の検討体制と、政策部門と連携した不断の統計改革推進体制を構築する

統計行政新生部会＜新設＞
・統計委員会の再発防止策等を踏まえた総合的な対策を
検討。月１回程度開催し、年内メドに取りまとめ
（構成員）有識者

統計改革調査部会＜新設＞
・統計の体系的整備と個別統計の改善に関する課題を把握
し、 統計の品質改善に向けた不断の改革について調査
（構成員）各府省統計幹事、ＥＢＰＭ統括責任者等

骨太方針２０１９（１９．６）



統計行政の信頼回復に向けた取組（続き）
 ７月26日（金）に、31人の統計分析審査官を内閣官房（統計改革推進室）に増員。
各府省に派遣し、①集計結果の公表前の分析審査の導入、②公表済みの統計の点検や誤
りの是正、③調査設計変更時の影響分析・補正手段の検討、④誤りが発覚した事案への対
応や再発防止策の検討等を実施予定

 統計分析審査官は当面、内閣官房の実施する研修等で専門的な研鑽を積むとともに、試行
的に分析審査業務に着手。その状況は統計改革推進会議統計行政新生部会にも報告し、
総合的対策の検討に反映

※ 統計分析審査官は、年々の業務量や突発事案に応じて、機動的に配置換。

統計幹事

各府省
に派遣

内閣官房（統計改革推進室） 統計委員会

各府省

統計調査担当

○ 各府省単独では対応困難な事案は、
共同で対応を検討、分析

○ 統計分析審査官の活動について随時
フォローアップ

対応
相談

対応指示
研修実施

連絡・
調整等

連絡・
調整等

連絡・
調整等

困難事案は
共同で解決

統計に知見のある
職員を確保

総括（３人）
○ 各府省常駐者の指導、調整等

審査依頼
誤り報告

審 査
誤り対応指示

統計分析審査官（各府省計28人）
○ 今後公表される統計の審査の徹底
○ 誤り発覚時の対応指揮（訂正、再発防止検討）等

分析審査チーム
（各府省が分析審査を担う職員を独自で配置する場合は
統計分析審査官の指揮によってチームで活動し得る）
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土居 丈朗 慶應義塾大学経済学部教授
西村 美香 成蹊大学法学部教授
原田 智 京都府情報政策統括監
原田 久 立教大学法学部教授
三木 浩平 内閣官房政府ＣＩＯ補佐官
横田 響子 株式会社コラボラボ代表取締役
美添 泰人 青山学院大学経営学部プロジェクト教授

２．構成員（１１名）

（座長）佐久間 総一郎 日本製鉄常任顧問
秋池 玲子 ボストンコンサルティンググループ

マネージング・ディレクター＆シニア・パートナー
川﨑 茂 日本大学経済学部特任教授
椿 広計 情報・システム研究機構理事

統計数理研究所長

統計改革推進会議 統計行政新生部会（案）について

３．スケジュール
月１回程度開催し、年内メドに取りまとめ

１．目 的
毎月勤労統計の事案に端を発する統計行政の問題について、再発防止にとどま

らない、国民に真に信頼される政府統計の確立に向けた総合的な対策を検討
※骨太方針２０１９－統計改革推進会議に、今般の事案を受けた総合対策の検討体制を構築

○審議事項（例）
統計委員会第１次再発防止策、厚労省特別監察委員会報告、総務省行政評価局報告を踏まえ、

これらに含まれていない事項も審議

①ガバナンス（統計行政機構、統計委員会の機能）

②人材の確保・育成（専門性の確保、職員の意欲向上）

③業務改革（ＩＴ化、ＢＰＲ推進等）
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統計改革推進会議 統計行政新生部会の開催について 

 

令 和 元 年 ○ 月 ○ 日 

統計改革推進会議決定案 

 

 

１．毎月勤労統計の事案に端を発する統計行政の問題について、再発防止にとどまらない、

国民に真に信頼される政府統計の確立に向けた総合的な対策を検討することを目的と

して、有識者等で構成される統計行政新生部会（以下「部会」という。）を開催する。 

 

２．部会の構成員は、別紙のとおりとする。ただし、座長は、必要があると認めるときは、

学識経験者その他の関係者に出席を求めることができる。 

 

３．部会の庶務は、内閣府及び総務省の協力を得て、内閣官房において処理する。 

 

４．前各項に定めるもののほか、部会の運営に関する事項その他必要な事項は、座長が定

める。 

 

  



（別紙） 

 

統計行政新生部会 構成員名簿 

 

 

座長  佐久間 総一郎 日本製鉄常任顧問 

秋池 玲子   ボストン コンサルティング グループ 

マネージング・ディレクター＆シニア・パートナー 

川﨑 茂    日本大学経済学部特任教授 

椿 広計    情報・システム研究機構理事 統計数理研究所長 

土居 丈朗   慶應義塾大学経済学部教授 

西村 美香   成蹊大学法学部教授 

原田 智    京都府情報政策統括監 

原田 久    立教大学法学部教授 

三木 浩平   内閣官房政府ＣＩＯ補佐官 

横田 響子   株式会社コラボラボ代表取締役 

美添 泰人   青山学院大学経営学部プロジェクト教授 

 

 



統計改革推進会議 統計改革調査部会（案）について

１．目 的
ユーザーの視点を活用しつつ、統計の体系的整備と個別統計の改善に関する課

題を把握し、統計の品質改善に向けた不断の改革について調査

※自民党行政改革推進本部提言－統計の体系的整備等の対処方針等を提言する常設部会を設置

※骨太方針２０１９－政策部門と連携した不断の統計改革実施体制を構築

○ 審議事項（例）
総合的な統計改革の在り方について調査。統計の体系的整備及び個別統計の改善に関する調査

審議、統計改革に関する各府省の取組のレビュー等を実施

２．構成員

各府省のＥＢＰＭ統括責任者、総括統計幹事、各府省の統計幹事、内閣官房統計
改革推進室長及び総務省統計委員会担当室長

※統計幹事等を通じて統計委員会とも連携。

※なお、部会を効率的に運営するため、主要な部会構成員からなる幹事会を置く。また、部会で行った

調査結果の検討を深めるため、学識経験者、統計実務家等を交えた検討会を設置可能。
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統計改革推進会議 統計改革調査部会の開催について 

 

令 和 元 年 ○ 月 ○ 日 

統計改革推進会議決定案 

 

 

１．統計の体系的整備と個別統計の改善に関し、必要な調査を行い、統計改革を不断に継

続するため、統計改革調査部会（以下「部会」という。）を開催する。 

 

２．部会の座長は、統計改革推進会議幹事会の座長が指名する。 

 

３．部会の構成員は、座長、各府省のＥＢＰＭ統括責任者、総括統計幹事、各府省の統計

幹事、内閣官房統計改革推進室長及び総務省統計委員会担当室長とする。ただし、座長

は、必要があると認めるときは、学識経験者その他の関係者に部会への出席を求めるこ

とができる。 

 

４．部会の下に幹事会を開催する。 

 

５．幹事会は、座長が主宰し、幹事会の構成員は、座長が部会の構成員から指名する。た

だし、座長は、必要があると認めるときは、学識経験者その他の関係者に幹事会への出

席を求めることができる。 

 

６．部会で行った調査の結果を踏まえ、効率的に統計の体系的整備と個別統計の改善を検

討するため、座長は、必要に応じて部会の下に検討会を開催することができる。 

 

７．検討会の主査及び構成員は、座長が部会の構成員から指名する。ただし、主査は、必

要があると認めるときは、学識経験者、統計実務家その他の関係者に検討会への出席を

求めることができる。 

 

８．部会、幹事会及び検討会の庶務は、内閣府及び総務省の協力を得て、内閣官房におい

て処理する。 

 

９．前各項に定めるもののほか、部会、幹事会及び検討会の運営に関する事項その他必要

な事項は、座長が定める。 
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